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フランス新会計原則における引当金問題
森　川　八洲男
は　じ　め　に
　昭和56年の商法改正を契機として行われた，このたびの会計制度の改訂を貫
く主要な問題の一つに，引当金制度の見直しをめぐる問題があったことは，す
でに周知のとおりである。それは，かねてから批判の対象であった商法第278
条ノ2の引当金規定の改訂を受けて，「利益留保性引当金」ないし「特定引当
金」の排除，「偶発損失引当金」の導入，税法および特別法上の諸準備金の洗い
直し，あるいは統一的な引当金概念の形成など，引当金の理論と制度のほぼ全
領域にわたっており，きわめて重要な問題を多く含んでいるように思われる。
　本稿は，こうしたわが国における最近の展開を十分視野に入れながら，フラ
ンス新会計原則「プラン・コンタブル・ジェネラル（D（Plan　Comptable　General）」
研究の一環として，新プラソ・コンタブルにおける引当金規定を取り上げて考
察し，そこに含まれる主要な改正点の意義ないし特徴と問題点を明らかにしよ
うと試みたものである。
（1）新プラン・コンタブル・ジェネラルは，まず「草案」（Projet）という形で，1979年6月8日
　付経済省令に添付・公表されたが，一部修正のうえ，1982年4月27日付の経済・大蔵大臣付予
　算担当大臣の省令によって正式に承認され，確定するに至った。
1　新プランにおける引当金の概要
　さて，新プランは，引当金（provisions）として，次の3種類のものを認めて
いるω。
　（1）減価引当金（provisions　pour　depr6ciation）
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　これは，「必ずしも不可逆的ではない結果をもたらすような原因から生ずる
資産項目の価値減少の会計的確認」であると定義される。したがって，これは資
産価値の未確定減少額をあらわすものであり，資産調整項目（correcteurs　d’actif）
としての性質をもつものである。それゆえ，この引当金は貸借対照表上，当該
資産項目から控除する形で表示されることになる。なお，これはEC第4号指
令では，「価値修正」（value　adjustments）として取り扱われている。
　これからわかるように，減価引当金は，従来わが国でいう「評価性引当金」
に相当するものと考えられるが，新プランでは，特に過去の費用を代表する減
価償却引当金が除かれ，その「不可逆的（irreversible）でない」という性格に
着目されている点と，後にみるように，これは，きわめて広範にわたって設定
される点に異質性が見出される。
　（2）危険・i費用引当金（provisions　pour　risques　et　charges）
　これは，「すでに発生した事象または現在進行中の事象のために発生する可
能性のある危険および費用にして，その目的が明確に限定されているが，その
実現が不確実なものを補填するために，決算において見積り計上される引当金」
であると定義される。したがって，これは，将来発生する可能性のある特定の危
険ないし費用たる支出に備えて設定される引当金であり，貸借対照表の観点か
らは，負債の未確定増加をあらわすし，いわゆる負債調整項目（c・rrecteurs　de
passif）としての性質をもつものである。新プランによると，この引当金は，貸
借対照表上，危険引当金と費用引当金とに区分されて，「自己資本」の部と「債
務」の部の間に表示される。
　以上の説明から，危険・費用引当金は，従来わが国で「負債性引当金」と呼
ぼれたものに相当するものとみられるが，負債性引当金の場合には，ともかく
も設定対象が特定の「費用」たる支出に限定され，かつ発生の確実性という要
件が強調されるのに対して，この引当金は，後に考察するように，「損失」た
る支出に対しても設定され，しかもそのなかには，きわめて蓋然性の乏しいも
のまでもが含まれている点に留意する必要がある。
　（3）法定引当金（provisions　reglement6es）
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　これは，「それに固有の税制の恩典を受けるためには，引当金の会計処理に
従うことが要求されるので，固有の意味の引当金のそれに類似したメカニズム
に従って設定されるべき」ものであると規定される。すなわち，これは，税法上
の諸準備金（reserves丘scales）であり，本質的には利益留保の性格を有するが，
税法上の恩典として課税を一時的に免除するために設定されるものである。し
たがって，これは会計上の引当金とは異質のものである。新プランによると，
この引当金は，貸借対照表上，「自己資本」の部の末尾に表示される。
　上述のような新プランにおける引当金を，1957年プランのそれと比較すると，
次のような相違が見出される。
　第一に，（2）「危険・費用引当金」は，1957年プランで「損費引当金」（provi・
sions　pour　pertes　et　charges）と呼ぼれていたものが，改称されたものである。
新プランの注釈書によると，この名称変更は，EC第4号指令との調整のため
であり，実質的な変更を伴うものではない。なぜならば，この場合にも，実際
には，損失危険引当金（provisions　pour　risques　de　pertes）が問題になるからで
ある，と説明される②。ただし，この注釈書によると，この名称変更に伴って，
この引当金に該当するものとして列挙されている項目が従来よりも豊富になっ
ているといわれる〔3）。これについての詳細は，後述する。
　第二に，（3）「法定引当金」は，1957年プランには存在しなかったものであ
り，新プランで創設されたものである。注釈書によると，新プランにおける引
当金問題に関する主要な革新はこの点にあるといわれる。
　さらに，新プランでは，引当金の処理と表示に関しても，改善が見受けられ
る。特に引当金の設定と取崩しについて，処理の統一化がはかられ，また表示
についても，明瞭表示の要請にかなった改善が企てられている。
　以下，各引当金グループごとに，その内容を掘り下げて考察する。
（1）なお，1957年プランにおける引当金問題については，拙稿「フランスにおける引当金会計の展
　開」（本誌53巻3－6合併号）を参照。
〈2）（3）Henri　Culmann；Le　Plan　comptable　r6vis6　de　1979，　Comptabilit696n6rale，1980・
　p．136．
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皿　減価引当金の内容
　　1．減価引当金の意義
　上述のように，新プランによると，減価引当金とは，「必ずしも不可逆的でな
い結果をもたらすような原因から生ずる資産項目の価値減少の会計的確認」で
あると定義される。すなわち，減価引当金は，必ずしも不可逆的（irreversible）
でないと判断される資産項目の価値減少を見積り計上した結果生じた貸方項目
であると規定される。
　この場合，「不可逆的でない」という文言は，「（将来）発生する可能性のある」
（probable），または「不確定な」（non　d6finitif）という用語と同義であると解
されるが，この点から減価引当金は，特定の資産項目にかかわる不確定損失
を対象とするものである，ということができるω。
　したがって，減価引当金は，（1）特定の資産項目に対する負の価値修正である
こと，および②不確定な価値減少にかかわるものであることの2点を，その本
質的な属性とするものであることがわかる。それゆえ減価引当金は，特に①の
性質を有するという点で，危険・費用引当金と異なり，また（2）の属性をもつと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ずいう点で，もっぱら回復不能な減価ないしは確定的な減価（d6pr6ciation　defini－
tive）にかかわる減価償却累計額（amortissement　pour　d6preciation）とは区別さ
れることになる②。
　1957年プランでは，減価引当金は，単に「資産項目に確認される減価の会
計的評価から生ずる」ものとだけ定義され，その主要な特徴の一つをなす減価
の不確定性という点は必ずしも明らかではなかった。確かに，1957年プラン
は，それにつぐ箇所で，「減価引当金は，固定資産に関しては，通常土地，営
業権のような非償却性固定資産に対して設定することができる。それは，償却
性固定資産の蒙る異常減価に対しても，この減価が不確定な性格のために償却
累計額勘定に合理的に記入することができない場合には，設定することがで
きる」（訳書68－69頁）と述べ，その限りで，引当金の不確定性（caractさre　nQn
d6丘nitif）に言及している。しかし，論老の指摘するように，これからは，読者
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には，引当金の不確定性は償却性固定資産に当てられたものであるか，それと
もすべての資産項目に関するものであるかは，必ずしも明らかではない（3）。し
たがって，前掲のように，新プランにおける減価引当金の定義において，その
属性として不確定性という点が明示されたことは．概念の明確化のために好ま
しいことであるといえるであろう。
　ところで，減価引当金は，上述のような属性をもつがゆえに，（1）ある資産項
目に減価が確認されるか，あるいは発生する可能生があると判断されること，
｛2）減価の性質が明確に限定されること，および（3）減価が不確定であることとい
う三つの要件が充足されたときに，はじめて設定される。これに関して，特に
次の2点が注目される。
　　　　　　　　「　第一は，引当金の設定を要求する原則は慎重性の原則（principe　de　prudence）
・にもとめられるという点である。すなわち，注釈書によると，保守主義の原則
を根拠にして，減価引当金の性質が説かれるのであるω。　この点は，減価引当
金の設定がいまや損益計算原則をもっては説明しえないことを示唆するものと
して，われわれの注意を引くのである。
　第二は，減価引当金は，’危険・費用引当金と同様に，計上は任意ではなく，
・強制されると解される点である。それは，究極的には，1966年商事会社法第
342条において，「利盃のない場合または十分でない場合にも，貸借対照表が誠
実であるために必要な償却および引当を行うものとする」と規定されていると
ころから導き出されるのである（5｝。したがって，もしこの引当金が設定されな
～いとすると，商法上，「不正確な貸借対照表」（《bilan　inexact》または「擬制配当」
・＜＜dividendes　fictifs》）の罪に問われることになるであろう。
　なお，減価引当金の計上原則たる慎重性の原則は，この規定にいう貸借対照
表誠実性の原則の構成要素であると解される。
　　2．減価引当金の分類
　減価引当金は，一般に，非償却性資産項目（elements　d’actif　non　amortissables），
すなわち土地（ただし採石場・鉱床を除く），営業権，有価証券，棚卸資産および
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債権などの価値減少に対して設定される。ただし，償却性固定資産についても，
それが潜在的損失を蒙るおそれがある場合には，減価引当金を設定することが
認められる｛6〕。
　新プランによると，減価引当金は，それがかかわる資産の種類に応じて設定
されるが，いまその種類を1957年プランにおけるそれと対比して示すと，次
のとおりである。
〔第1表〕　減価引当金の分類・比較表
新　　プ　　ラ　　ン 1957年プラ　ン
（a）29　　固定資産減価引当金
　290　無形固定資産減価引当金
　　2905商標権・製法等
　　2906　　賃f昔権
　　2907営業権
　　2908その他の無形固定資産
　291　有形固定資産減価引当金
　　2911土地（鉱区を除く）
　292　受託固定資産減価引当金
　293　建設仮勘定減価引当金
　　2931有形固定資産建設仮勘定
　296　資本参加・資本参加債権減価引当金
　　2961資本参加有価証券
　　2966その他の形態の資本参加
　　2967　資本参加債権
　　2968　資本参加会社債権
　297　その他の財務固定資産減価引当金
　　2971投資有価証券一所有権
　　2972　投資有価証券一債権
　　2974貸付金
　　2975預け金。保証金
　　2977その他の固定資産に属する債権
（b）39棚卸資産減価引当金
　391／392材料減価引当金
　　3910主要材料
　　3920その他の材料
　　3921貯蔵品
2189無形固定資産減価引当金
　21890営業権
　21895賃借権
2109　土地減価引当金
　21090建造物敷地・置場
　21095その他の土地
269　資本参加有価証券減価引当
　　　金
259　貸付金減価引当金
319　主要材料減価引当金
329　貯蔵品減価引当金
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　　3922消耗品
　　3927　包装材料
　393　仕掛品減価引当金
　　3931仕掛品
　　3935　　ttti圭卜工事
　394　仕掛用役減価引当金
　　3941　仕掛研究
　　3945　仕掛用役提供
　395　製品減価引当金
　　3951中間製品
　　3955製　　品
　397　商品減価引当金，　　　　　　　’
（c）49　対人勘定減価引当金
　491　得意先勘定減価引当金
　495　交互計算勘定減価引当金
　　4950　集団交互計算勘定（総括勘定）
　　4958社員交互計算勘定一共同作業
　496　その他の債権減価引当金
　　4961　固定資産・有価証券譲渡債権
　　4963その他の債権
（d）59　財務勘定減価引当金
　590　有価証券減価引当金
　　5903株　式
　　5904　その他の所有権付証券
　　5906債券
　598　その他の債権付証券
379　包装材料減価引当金
369　仕掛品減価引当金
349　半製品減価引当金
359　製品減価引当金
309　商品減価引当金
419　得意先勘定減価引当金
　4190　貸倒引当金
459　子会社（又は親会社）減価引
　　　当金
469　その他の債権減価引当金
559　有価証券減価引当金
　この対照表から，新プランにおける減価引当金は，固定資産，棚卸資産，対
人勘定および財務勘定にわたりきわめて広範囲に設定されることがわかる。も
っとも，1957年プランでも，この表に掲げられた項目以外にも引当金を設定す
ることが許容されたから，単純に新プランにおいて減価引当金の範囲が拡張さ
れたとはいえなし’・としても（7），項目列挙が1957年プランに比べて著しく豊富に
なったことは否定しえないところである。
　3．　減価引当金の処理
1957年プランでは，同じ減価引当金でも，棚卸資産以外の資産の減価引当金
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と棚卸資産減価引当金とでは，処理方法が異なった。すなわち，棚卸資産以外
の資産の減価引当金については，いわゆる差額補充法を前提として，年度繰入
額は，それが営業活動に関連する場合には，685「引当金繰入」勘定一それ
は費用勘定に属し，「一般経営」勘定に振替えられる一に，また営業活動に関
連がないか，あるいは異常性を有する場合には，875「特別損失引当金繰入」
勘定一それは「損益」勘定に振替えられる一に，それぞれ借記される。一
方，戻入額は8721「過年度引当金戻入」勘定一それは「損益」勘定に振替え
られる一に貸記される。
　しかし，棚卸資産減価引当金については，特例に従い，いわゆる洗替法を前
提として，前期末に設定された引当金額を期首に80「一般経営」勘定の貸方に
戻入れるとともに，期末に新しく年度繰入額を直接80「一般経営」勘定に借記
するというように処理された（訳書109－110頁）。
　これに対して，新プランでは，減価引当金は，棚卸資産引当金を含め，すべ
て同一の規則に従って処理されることになった。以下，この点についてみる。
　（1）引当金の設定
　減価引当金は，それをもって補唄する減価の性質により，次の項目に借記し
て設定される⑧。
　①減価が営業活動に関連する場合には，681「償却累計額・引当金繰入一
営業費用」勘定へ記入する。例えば，得意先勘定や棚卸資産の減価がこれに該
当する。
　②減価が企業の財務活動に関連する場合には，686「償却累計額・引当金繰入
一財務費用」勘定へ記入する。例えぽ，資本参加有価証券や一時的所有の有
価証券の減価がこれに相当する。
　③減価が異常な性格を有する場合には，687「償却累計額・引当金繰入一
特別費用」勘定へ記入する。例えば，売上高の重要な部分を占める売掛金の50
％の減価，営業権や土地の減価などがこれに該当する。
　〔設例〕　ある営業年度に200Fで取得した，資本参加有価証券の同年12月31
日（決算日）における価値は150Fである。そこで，慎重性の原則に従い，こ
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の有価証券を減価引当金を用いて，150Fに評価替えする（9）。
　　（借）　引当金繰入（財務費用）　50
　　　　　　　（貸）　資本参加有価証券
　　　　　　　　　　減価引当金　　　　　’50
　（2）期末調整
　棚卸資産を含む，資産項目の減価引当金は，各営業年度末において次のよう
に調整されるq①。
　①引当金を増額すべき場合には，前記のそれぞれの繰入勘定に借記する。
　②引当金を減額すべき場合には，78「償却累計額・引当金戻入」勘定に貸記
する。この戻入額は，当初の繰入額の性質により，営業収益（781勘定）か，財
務収益（786勘定），あるいは場合により，特別収益（787勘定）に計上される。
　〔設例〕　前記の資本参加有価証券の翌年12月末月における棚卸価額は，同
月中における取引所相場の平均を勘案して，180Fであるとするao。
　　（借）　資本参加有価証券　　　　　　　　　　　　　　t
　　　　　減価引当金　　　　30
　　　　　　　（貸）　引当金戻入（財務収益）　30
　（注）　この場合，引当金戻入30Fが財務収益として計上されるのは，前年度末に引
当金を設定したとき，そ（？繰入額50Fが財務費用に計上されたためであるa2）。
（1）～（3）　Isabelle　de　K6rviler；’Amort三ssements　et　provisions　pour　d6pr6ciation：1a　nouvelle
　doctrine　du　plan　comptable　g6n6ral　revis6，　Revue　Frangaise　de　Cornptabilit6，　ju三n　1981，
　no　115，　p．295，　p．300．
（4×5｝J。Raffegeau，　P．　Du丘ls，　J．　Corre；Guide　pratique　et　6tude　m6thodologique　du　plan
　comptable　revis6，1980，　p，251．
（6）Isabe11e　de　Kerviler；op．　cit．，　pp．300－301．
⑦　Memento　Pratique　Frangis　Lefebvre；Comptable　1980，1979，　p．414．
（8）～⑫　Isabelle　de　Kerviler；oP．　cit，，　P・301－302・
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皿　危険・費用引当金の内容
　　1．　危険・費用引当金の意義
　さきにみたように，新プランによると，危険・費用引当金とは，「すでに生
じた事象または現在進行中の事象のために発生する可能性のある危険および費
用にして，その目的が明確に限定されているが，その実現が不確実なものを補
填するために，決算において見積り計上される引当金」であると定義される。
　この定義に従うと，危険・費用引当金は，（1）既発生の事象または現在進行中
の事象を原因として発生する可能性のある特定の危険（損失）または費用にか
かわるものであること，および②その実現が不確実なものを補填するために見
積り計上されるものであることの2点を，その本質的な性質とするものである
ということができる。このうち（1）は，これを当該引当金が計上される貸借対照
表の見地からみると，「将来支払期限の到来する負債の増加」としての性質を
もつことを意味し，②は文字どおり，将来における実現（現実化）の不確実性
ないし不確定性を意味するものである。
　したがって，危険・費用引当金は，特に①の性質を有する点で，さきに考察
した減価引当金と異なる。また，それは，②の実現（ないし成立）の不確実性と
いう点で，確実債務（dette　certaine）や未払費用（charge　a　payer）と異なること
はもちろんのこと，金額不確定債務とも異なり，いわゆる条件付債務や偶発損
失（ただし発生の可能性のあるものに限る）に対する填補を主要な内容とするもの
であるということになる。注釈書によると，金額不確定債務は1957年プラン
におけるように，もはや引当金の対象にはならず，金額確定債務と同様に，当
該債務勘定に関係づけられ，かつその相手科目はその性質に従って分類される
費用であって，引当金繰入ではないと説明されるω。
　すでに指摘したように，危険・費用引当金は，EC第4号指令との調整をは
かるために，1957年プランにおける「損費引当金」を改称したものであると
いわれる。もっとも，1957年プランでは，「損費引当金」自体の定義は示され
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ていなかったが，その中心部分をなす「危険引当金」については，「営業年度
末において予測可能であり，かつその性質について明確に限定されるが，その
金額または実現に関しては不確実な要素を含む損失または費用に対する引当
金」であると定義されていた。これを新プランの前掲の定義と比較すると，
「損失」（pertes）が「危険」（risques）という表現に改められたことのほかに，（1）
引当金の設定原因として，特に既発生の事象または現在進行中の事象の存在が
明示されたこと，②「金額または実現に関しては不確実な要素を含む」という
文言から「金額の不確実性」という点が削除されたことがわかる。このうち（1）
は，定義上の整備・改善を示すものといえる。一方，②の削除の意図について
は必ずしも明らかではないが，これにより新プランにおける危険・費用引当金
の特性は，単なる金額の不確実性という点からではなく，もっぱら実現ないし
成立それ自体の不確実性という点から規定されるものであることが明確になる
ように思われる。
　ところで，危険・費用引当金は，ある特定の危険または費用が発生する可能
性があると認められる場合に設定されるが，上述のような性格規定から，その
設定の要件として，次の3点が導き出される②。
　（1）危険または費用が明確に限定されていること，すなわち予測される危険
　または性質について明確な個別化（特定化）が存在すること。
　②　当該危険または費用が発生する蓋然性が認められること。
　（3）その蓋然性は，営業年度末においてすでに生じた事象または進行中の事
　象に起因すること。
　これらの諸条件が充足されたときに，危険・費用引当金の設定が認められる
が，注釈書では，減価引当金の場合と同様に，この引当金についても，設定の
根拠は慎重性の原則にもとめられており，またその設定は任意ではなく，強制
されるものと説かれている（3）。特に前者については，やはりこの引当金にも損
失性引当金，つまり将来の損失に備えるための引当金が含まれているために，
その計上を損益計算原理によっては合理的に説明することができず，保守主義
の原則にその根拠をもとめざるをえないものと解される。
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　　2．危険・費用引当金の分類
　（1）1957年プランとの比較
　ここで，新プランにおける危険・費用引当金の分類を，1957年プランにお
ける損費引当金のそれと対比して示すと，〔第2表〕のとおりである。
〔第2表〕　危険・費用引当金の分類・比較表
新　プ　ラ　ン i 1957年プラ　ン
15　危険・費用引当金
　151　危険引当金
　　1511訴訟引当金
　　1512　保証販売引当金
1513　先物取引損失引当金
1514　罰金・重複税・追徴税金引当金
1515為替損失引当金
????????「???年金等引当金
税金引当金
固定資産更新引当金（免許企業）
期間配分費用引当金
158　その他の危険・費用引当金
15　損費引当金
　155　危険引当金
　　1550　訴訟引当金
　　1551　保証販売引当金
　　1554　自家保険引当金
　　1555　先物取引損失引当金
　　1556　罰金・重複税・追微税引当金
　　1557為替損失引当金
　　1559その他の危険引当金
156　固定資産更新引当金（免許企業）
157　期間配分費用引当金
　1570　大修繕引当金
158　退職給与引当金
　これから明らかなように，新プランにおける危険・費用引当金の分類は，19
57年プランにおける損費引当金の分類に比ぺ，特に次の4点において改めら
れている。
　第一に，1957年プランでは，危険引当金の一項目として偶発損失引当金の典
型とみられる自家保険引当金（provisions　de　pr・pre　assureur）が列挙されていた
が，それが新プランでは削除された。
　第二に，新プランでは，新しく税金引当金が追加された。これは，税効果会
計（tax　effect　account三ng）のもとでの繰延税金に相当する項目であり，フラン
ス会計にとって新しい問題を示すものである。
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　第三に，1957年プランにおける退職給与引当金（prvisi・ns　p・ur　retraites　obli．
gatoires　du　personnel）は，新プランでは，年金等引当金と改められた。これは，
最近のフランスにおける退職年金制度の発展に対応したものにほかならない。
　最後に，新プランでは，その他の危険・費用引当金が新しく取り上げられた。
しかし，この引当金として具体的にどのような項目が計上されるかは，明らか
にされておらず，そのため注釈書のなかには，これは，会計上も法律上も，容
認されないような類の引当金の創設に道を開くことになりはしないかという懸
念を表明するものが見受けられる（4｝。
　なお，この注釈書によると，これらの変更の結果，新プランにおける危険・
費用引当金の項目列挙は，従来に比べ豊富になったと解される⑤。
　ところで，危険・費用引当金は，将来発生の可能性のある危険（損失）に備
えるものであるか，費用に備えるものであるかにより，危険引当金と費用引当
金との二つに分類される。以下，それぞれの内容についてながめよう。
　（2）危険引当金（provisions　pour　risques）
　新プランによると，危険引当金には，保証販売や外貨建取引に伴う危険のよ
うに，企業活動に内在する識別された危険を補填するために設定されるすべて
の引当金が含まれる。これには具体的に次のものがある⑥。
　①訴訟引当金（provigions　p・ur　litiges）
　これは，営業年度末において進行中の訴訟から生ずるおそれのある罰金，損
害賠償，解雇補償金などの支払に備えるために設定される引当金である。
　②保証販売引当金（provisions　pour　garanties　donnees　aux　clients）
　これは，当該営業年度中に各種の器具・機械などの商製品を保証付で販売し
た場合に，将来発生すると予想される修理費を補填するために設定される引当
金である。
　③先物取引損失引当金（pr・visions　p。ur　pertes　sur　march6s　a　terme）
　これは，穀物などの商品の先物売買取引において，契約上の販売価額と買入
見込価額（決算日の相場），または販売見込価額と契約上の買入価額とを比べて，
損失の危険が予測される場合に，それに備えて設定される引当金である。ただ
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し，これは税務上許容されていない。
　④罰金・重複税・追徴税引当金（provis三〇ns　pour　amends，　doubles，　penalites）
　これは，物価，食糧統制，諸生産物の配給あるいは課税などに関する法規の
違反者に課せられる，あらゆる種類の罰金・没収・追徴税などに備えて設定さ
れる引当金である。これは，当然のことであるが，税務上承認されていない。
　⑤為替損失引当金（pr・visions　pour　pertes　de　change）
　外貨建貸付金・借入金は，その貸付けまたは借入れが行われた日の為替相場
で計上され，決算日に為替相場が変動した場合には，それに応じて修正される。
この場合，貸付金については決算日の為替相場が低落したときに，また借入金
についてはそれが騰貴したときに，それぞれ生ずるおそれのある為替差損を補
填するために引当金が設定されるが，このうち特に借入金にかかわる引当金が
為替損失引当金である。一方，貸付金にかかわる引当金は減価引当金の一種と
しての貸付金減価引当金を構成する。
　（3）費用引当金（provisions　pour　charges）
　費用引当金には，将来発生する可能性のある特定の費用たる支出を填補する
ために設定されるすべての引当金が属する。これには，具体的には，次のもの
がある〔7｝。
　①年金等引当金（provisions　p・ur　pensions　et・bligati・ns　similaires）
　これは，従業員に退職年金ないしそれに類する恩典を授与する法律または契
約上の義務から生ずる可能性のある費用に関するものである。すでに指摘した
ように，これは，1957年プランにおける退職給与引当金を引き継いだもので
あるが，その後における退職年金制度の普及に伴い，改訂したものである。
　②税金引当金（provisions　pour　imp6ts）
　これは，当該営業年度に関係するが，時間的に繰延べられ，かつその最終的
な計上が将来の成果に依存するところの蓋然的な税金費用を計上するために設
定される引当金であり，いわゆる税効果会計における繰延税金にかかわるもの
である。注釈書によると，引当金は，本来それがかかわる費用（または損失）
が不確実な場合にのみ設定されるものであるから，税金引当金は，実際には，
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その課税基礎が繰延べられ，それゆえ，繰延年度に税務上の利益が計上される
場合にのみ要求されるような法人税に限定されることになる（8｝。すなわち，次
のような場合である。
　（1）短期譲渡益に対する税金の3年間への配分。
　（2）企業がこの方法を選択する場合には，その将来の税務上の利益への振戻
　　　しが確実であるような課税の一時的免除に関する潜在的税金。
　③固定資産更新引当金（provisi・ns　p・ur　renouvellement　des　imm・bilisati・ns）
　これは，契約上の義務によって，使用が認められている公的な固定資産の更
新を保証しなけれぽならない免許企業（entreprises　c・ncessi・nnaires）により設定
される引当金である。
　④期聞配分費用引当金（pr・visions　pour　charges　a　r6partir　sur　plusieurs
　　　exercices）
　これは，支出が行われた営業年度だけには負担しえないような予測可能な費
用（例えば，大修繕費）に対応する引当金である。
　大修繕引当金は，次の条件を充足しなければならない。
　（1）年度的性格を示さず，がつ日常的な維持・修繕費と同一視しえないよう
　な金額の大きい費用を補填するために充当されること。
　（2）企業による財の取得時から，予期される大修繕を勘案した当該財の耐用
年数に応じたプロダラム作成の対象となること。
　　3．　危険・費用引当金の処理
　1957年プランでは，損費引当金の繰入および戻入は，減価引当金（ただし棚
卸資産減価引当金を除く）の場合と同じように処理された。すなわち，いわゆる
差額補充法を前提として，年度繰入額は，それが営業活動に関連する場合には，
685「引当金繰入」勘定一それは「費用勘定」に属する一に，また営業活
動に関連がないか，あるいは異常性を有する場合には，875「特別損失引当金
繰入」勘定一それは「損益勘定」に属する一に，それぞれ借記される。一
方，戻入額は8721「過年度引当金戻入」勘定一それは「損益勘定」に属する
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一に貸記される。
　これに対して，新プランでは，危険・費用引当金の処理は，減価引当金の場
合と同じく，次のように行われる。
　（1）引当金の設定
　危険・費用引当金は，それをもって補填される危険または費用の性質により，
それぞれ次の勘定に借記して設定される。
　①それが企業の営業活動に関連する場合には，681「償却累計額・引当金
　繰入（営業費用）」勘定に借記する。
　②それが企業の財務活動に関連する場合には，686「償却累計額・引当金
　繰入（財務費用）」勘定に借記する。
　③それが特別な性格をもつ場合には，687「償却累計額・引当金繰入（特
　別費用）」勘定に借記する。
　②　期末調整
　各営業年度末に，次のように調整される。，
　①引当金を増額すべき場合には，前記のそれぞれの繰入勘定に借記する。
　②引当金を減額すべき場合または取崩すべき場合（引当金が一部または全部
　目的を失った場合）には，781「償却累計額・引当金戻入（営業収益に計上され
　る）」，786「引当金戻入（財務収益に計上される）」勘定，または787「引当金戻
　入（特別収益に計上される）」勘定に貸記する。
　㈲　危険実現の時
　当該危険の実現時または当該費用の発生時には，危険・費用引当金は，前記
の781勘定，786勘定または787勘定に振替えて取崩される。一方，発生した
費用は，クラス6（費用勘定）の関係勘定に記入される。
　〔設例〕
　（1）第1年度中に欠陥商品の引渡しに関して顧客との間に訴訟が生じたため
　に，同年度末に営業活動に関連して，1，000Fの引当金が設定された。
　（2）第2年度末にこの訴訟はなお進行中であり，この危険は1，500Fと見積
　られた。
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（3）第3年度初めに訴訟が終了し，会社は顧客に賠償金として1，400Fを支
払い，また弁護士事務所に諸費用・謝礼金として200Fを支払った（9）。
（1）第1年度末：
　（引当金の設定）
　（借）　6815危険・費用引当金繰入（営業費用）　　1，000
　　　　　　　（貸）　1511訴訟引当金・　1，000
（2）第2年度末：
　（調　整）
（借）　6815引当金繰入（営業費用）　500
　　　　　　　（貸）　1511訴訟引当金　　　　500
㈲　①第3年度中：
　（最終的解決の確認）
（借）　674　特別費用　　　　　1，400
　　　622　弁護士報酬・謝礼金　　200
　　　　　　（貸）　512　銀行預金　　　　　　1，600
　　②第3年度末：
　（引当金の最終的使用）
（借）　1511　訴訟引当金　　　　1，500
　　　（貸）　7815　危険引当金戻入（営業）　　　　200
　　　　　　7875　危険引当金戻入（特別）　　　　1，300
（1）～（3｝　工Raffegeau，　P．　Dufils，　J．　Corre；op．　cit，　pp，249－250．
（4×5）　H．Culmann；oP，　c三t．，　P，136．
（6×7）次の文献参照。Le　Plan　Comptable　Annot6，　Revue　Fididuciaire，　Supp16ment　au　1767，
　No．637，　p．53－55．　Memento　Pratique　Frangis　Lefebvre，　Comptable　1980，1979．岸悦三稿
　「危険引当金」産業経理42巻3号。斉藤昭雄稿「プラン・コンタブルにおける勘定分類と各勘定の
機能（二）」成城大学経済研究75号，91頁以下。
（8）　工Raffegeau，　P．　Dufils，　J．　Corre；op．　cit，　P．250．
（g）C．Perochon；Le　Nouveau　Plan　Comptable　G6n6ral；Guide　D’Application，1979，　pp．
　167－169．
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N　法定引当金の内容
　　1．　法定引当金の意義
　すでに示したように，新プランによると，法定引当金は，「それに固有の税
制の恩典を受けるためには，引当金の会計処理に従うことが要求されるので，
固有の意味の引当金のそれに類似したメカニズムに従って設定されるべき」も
のであると定義される。これからもうかがわれるように，法定引当金は，税法
上の諸準備金（reserves丘scales）を指すものであり，本質的には利益留保の性質
を有するが，税法上の恩典として課税を一時的に免除するために設定されるも
のである。したがって，これは，いわゆる「課税を免れない積立金」（reserves
non　liber6es　d’impots），または「一時的な免税積立金」としての実体をもつも
のであり，前述した減価引当金や危険・費用引当金のような会計上の引当金と
は異質のものである。
　新プランによると，法定引当金は，貸借対照表上，「自己資本の部」の末尾
に記載されるが，こうした表示方法は，このタイプの引当金のもつ積立金とし
ての性質に即した合理的なものであると考えられる。
　この点について想起されるのは，従来のわが国の制度会計においては，この
引当金と同じ性質をもつ「特定引当金」ないし「負債性引当金以外の引当金」
が「負債の部」に「特定引当金区分」を設けて記載されたことである。それは，
新プランにおける表示方法とは対照的な方法であり，財政状態の明瞭表示とい
う点から，きわめて非合理的なものであることは明らかである。先般行われた
わが商法第287条ノ2の引当金規定の改正に関し，少なくともその理由の一つ
として，この表示上の非合理性が指摘されたことは，まだ記憶に新しいところ
である。
　ところで，法定引当金は，1957年プランでは存在せず，新プランにおいて創
設されたものであるが，注釈書によると，新プランの引当金問題に関する主要
な革新はまさにこの点にあるといわれる。
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　1957年プランでは，この引当金の内容をなす，固定資産譲渡益再投資準備金，
相場変動引当金，価格騰貴引当金などの税法上の諸準備金が設定された場合に
diま，「永久資本勘定」（comptes　de　cap｛taux　permanents）系統に属する115「任意
積立金」（reserves　facultatives）の下位勘定として「税法で認められている積立
金」（reserves　lie6s　a　I・application　des　dispositions丘scales）なる勘定を設けて処理
されたが，この下位勘定は（標準式）貸借対照表に独立科目として記載するこ
とは要求されなかったために，任意積立金として一括表示されるにとどまり，
その事実は必ずしも外部の関係者には開示されなかったのであるω。したがっ
て，上述のように，新プランにおいて，新しく　「自己資本勘定」（comptes　de
．capitaux　propres）系統に属する主要勘定の一つとして，法定引当金が設けられ，
貸借対照表上，この科目のもとに税法上の諸準備金が記載されるようになった
ことは，財政状態の明瞭表示の面で重要な改善を示すものということができる。
　　（注）　なお，国家会計審議会（C．N．C．）は，業種別プラン・コンタブルの検討の際
　・に，「法定引当金」は，これを13勘定に記入するものとしたといわれる②。その場合，
　この勘定は，次のように細分された。
　　　130　再評価特別引当金L
　　　l3ユ相場変動引当金
　　　132　価格騰貴引当金
　　　133油田および鉱山維持引当金
　　　　　　　　　　　　　n　　　134　企業が中間信用を供与して外国に商品の販売・工事の引渡しを行う場合に
　　　　生ずる中期信用に関する危険引当金
　　　135銀行および信用機関が外国への商品の販売・工事の引渡しに対する融資の
　　　　ために行う信用取引に関する危険引当金
　　　136　投資引当金
　　　137　出版業特別引当金
　’138　外国居住引当金
　　　139保険会社引当金
　　　13　従業員施設貸与引当金
　　　13　法定償却
　2．　法定引当金の分類
さて，新プランによると，14法定引当金は，次のように分類される。
218　明大商学論叢
142　固定資産に関する法定引当金
　1421譲渡益再投資
　1422　特別償却
　1423鉱床維持
　1424　投資引当金（従業員参加）
（450）
143棚卸資産に関する法定引当金
1431　価格騰貴
1432　相場変動
144その他の資産項目に関する法定引当金
148　その他の法定引当金
　以下，主要な法定引当金の内容について紹介する（3）。
　（1）譲渡益再投資引当金（provisions　p？ur　plus・values　reinvesties）
　一般税法は，従来，固定資産譲渡益を，3年以内に新規固定資産に再投資す
ることを条件として，当該営業年度の課税所得から控除することを認め，その
ためにこれを免税積立金として充当することを許容した（第40条）。これが譲渡
益再投資引当金である。しかし，これは，1974年12月29日以後に締切られ
る営業年度からは適用されないことになり，それゆえ，1977年12月29日以後
はもはや存在しない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tt
　（2）特別償却（amortissements　d6rogatoires）
　これは，新プランによると，正常な減価償却の対象に相当しない償却または
償却の一部であり，かつ特別の法令（特に税法）の適用によって計上されるも
のであると定義されているが，注釈書では，これは，特に定額償却を超える償
却額の計上にかかわる貸方項目であり，定額償却の計上を確保するために，償
却の終りに振戻されるべきものであると説明されている。
　（3）鉱床維持引当金（provisions　pour　reconstitution　des　gisements）
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　これは，油田および鉱山を再構成する目的で設定される引当金であり，利益
の50％を限度として，フランス国内または元連邦の特定国内にある地層からの
抽出生産物の売上高の一定割合に相当する額がこれに繰入れられる。
　（4）（従業員参加）投資引当金（provisions　pour　investissement（participation
　　　des　salarii…s））
　これは，1967年8月17日政令に定められた従業員参加の対象となる企業が，
拡大成果（利潤）に対する参加として従業員に割当てられる額に相当する額を，
免税のもとに設定することを許容された引当金である。
　（5）価格騰貴引当金（pr・visions　pour　hausse　des　Prix）
　これは，1952年4月14日法律による企業経営に必要な棚卸資産在庫量の維
持を目的とした「棚卸資産準備金」（decote　ou　dodation　sur　stocks）制度が1959
年12月28日付法律により廃止されたのに伴い，それに代るものとして同法で
新設されたものであり，ドイツ税法の影響を受けたものであるといわれる。こ
れにより，企業は将来2営業年度内に10％以上の棚卸資産の価格騰貴が確認さ
れた場合には，それに相当する額の枠内で免税のもとに引当金を設定すること
が許容される。
　（6）相場変動引当金（provisions　pour　fluctuation　des　cours）
　　　　　　　　　　　tこれは，1948年12月9日省令または1959年12月28日法律により，国際
市場で購入される原材料，・または国内産の原材料であっても，国際市場の相場
の影響を強く受げるものの第一次加工を営む企業に対して，当該原材料の国際
市場相場の変動の危険から保護する目的で許容された制度であり，一定の基準
在庫にドル価値の変動を示す価格係数を乗じて算定された名目的増価相当額を
引当金に繰入れ，課税所得から控除しようとするものである。
　　3．　法定引当金の処理
　新プランによると，法定引当金の会計処理は，さきにみた減価引当金および
危険・費用引当金の場合と同じである。すなわち，各特定引当金は，年度繰入
については，68勘定の下位勘定への借記を相手にして，貸記される。また，戻
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入については，78「償却累計額，引当金戻入」勘定への貸記を相手にして，借
記される。
　〔設例〕④
　（1）第1年度末に価格騰貴引当金1，000Fを設定する。これは営業費用に関
　するものとみなされる。
　②　第7年度末に，この引当金を取崩して，課税所得に戻入れる。
　（1）第1年度末：
　　〔引当金の設例〕
　（借）　681　償却累計額・引当金繰入　1，000
　　　　（6816　法定引当金繰入）
　　　　（貸）　1431価格騰貴引当金　　　　　　　　1，000
　（2）第7年度末：
　　（引当金の戻入）
　（借）　1431　価格騰貴引当金　　　　　1，　OOO
　　　　（貸）　781　引当金戻入（営業収益）　　　　　1，000
　　（注）　価格騰貴引当金繰入は，企業の活動および活動量と直接関係があるために営
業費用と考えられるから，その戻入はこれを営業収益として処理することが論理的で
ある。もちろん，繰入と戻入は特別成果と考えられないでもないが，その「対応的処
理」が必要とされるべきである，といわれる。
（1）拙稿「フランスにおける資本会計の展開（一）」本誌第55巻1号，p．30．
（2）Comptable　1980，　pp．514－515．
（3｝前節の（注6）に示した文献のうちの前者および本節の（注1）に示した拙稿を参照。
（4）　C．Perochon；op．　cit．，　pp．　166－167．
V　引当金の開示
　　1．　貸借対照表・成果計算害上の開示
　新プランにおける引当金の主要財務諸表上の表示については，すでにそれぞ
れの箇所で説明したが，いま一度それを整理して示すと，次のようになる。
　（1）貸借対照表上の開示
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　①減価引当金は，資産の部において，当該資産項目の総簿価から控除する
　形で表示する。
　②危険・費用引当金は，負債の部に，危険引当金と費用引当金とに区分し
　て表示する。
　③法定引当金は，自己資本の部の末尾に表示する。
　（2）成果計算書上の開示
　①減価引当金，危険・費用引当金，法定引当金のいかんを問わず，その繰
入額はすべてその性質に応じて，営業費用，財務費用，または特別費用に計上
される。
　②同様に，戻入額についても，その性質に応じて，営業収益，財務収益，
または特別収益に計上される。
　　2．　附属明細書上の開示
　すでに別稿において考察したように（1），新プランでは，附属明細書（annexe）
は，貸借対照表および成果計算書とともに財務諸表体系を構成するものとして
位置づけられ，その情報開示能力の強化・拡充がはかられているが，その一つ
として引当金一覧表の作成が要求される。
　基礎体系における引当金一覧表（tableau　des　provisions）の様式は，次のとお
りである。
　L一般枠
状態・変動（b）
科目（a）
法定引当金
危険・費用引当金
減価引当金
合　　　　計
A B C D
期首引当金釧増加・当期繰入繍少当期戻入麟末引当金額（・）
（1）必要な場合には細別する（場合により，特に年金等引当金，税金引当金，譲渡
　固定資産更新引当金を明記することを要す）。
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②　企業は必要に応じ，欄を細分する。下記のB欄（増加）・C欄（減少）の
　細別を参照。
皿．一般枠の拡大
1．　B欄（増加）の細別一→当期繰入額
繰入額の配分
営業1財務1特別
2．　C欄（減少）の細別一→当期戻入額
戻入額の配分
蝶1財務1糊
　このように，引当金一覧表において，特に「一般枠の拡大」が用意され，各
種引当金繰入額と戻入額の内訳明細の表示が企図されていることは，引当金情
報の開示面の改善に役立つものとして注目される。
（1）拙稿「フランス新会計原則における財務諸表制度（1）」本誌63巻5・6合併号。
M　結　　び
　以上，新プランにおける引当金規定の内容を，特に1957年フ゜ランのそれと
の比較をとおして紹介，考察したが，いま，そこに含まれる主要な改正点とし
て注目に値する事項を整理して示すと，次のようになるであろう。
　まず第一に，新プランにおいては，減価引当金と危険・費用引当金という2
種の会計上の引当金に共通する属性として，引当金によって補填されるべき減
価または損失あるいは費用の不確定性という点が強調されていることである。
これは，特に新プランにおいて，引当金の統一的な概念規定への方向が指向さ
れていることを示すものとして注目されるところである。この点に関して，国
家会計審議会（C．N．C）の用語委員会は，プランの改訂過程において次のような
引当金の一般的定義を指示した。「引当金とは，資産項目の価値減少（減価引当
金）または将来支払期限の到来する負債の増加（損費引当金）を表わし，その性
質に関しては明確であるが，その実現に関しては不確実であり，かつすでに発
生した事象または進行中の事象のために，貸借対照表日において予測可能なも
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のの会計的確認であるω」。この定義は，新プランにはそのままの形で取り入れ
られているわけではないにしても，その基底には，こうした統一的な引当金概
念形成への方向が顕著に見受けられるように思われる。このような方向は，引
当金会計の理論性を高めるために必要であると考えられる。
　第二に，新プランでは，引当金の第三のカテゴリーとして，「法定引当金」
が新しく取り上げられている点である。これは，税法上の諸準備金をその内容
とするものであり，前記の会計上の引当金とは異質のものであるが，その税法
上の恩典を受けるためには，引当金と同一の処理が要求される点を考慮して，
「引当金」として認知されたものである。この引当金はその性質に鑑みて，貸
借対照表上，「自己資本の部」に記載されるが，これによって財政状態の明瞭
表示が従来よりも一層推進されることは明らかである。しかし他面，その繰入
額や戻入額は成果計算書上，場合により，財務成果として計上され，経常損益
の計算にかかわることがあるが，宅の点については，問題があるように思われ
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　第三に，新プランでは，引当金の繰入と戻入に関する処理ないし表示につい
て，1957年プランの場合と異なり，減価引当金（棚卸資産に関するものを含む），
危険・費用引当金および法定引当金のいずれに対しても同一の手続が適用され
ることになる。特に引当金の繰入額および戻入額は，いずれの場合にも，それ
が営業，財務または特別OP・ずれの性格を示すかによって，営業損益，財務損
益，または特別損益に計上されることになる。その結果，引当金の処理と表示
に関して，統一化と簡素化がもたらされ，この面でも改善がはかられることに
なった。
　さらに，新プランでは，引当金の開示に関して，財務諸表の一つとしてその
地位が強化された附属明細書の構成要素として，引当金一覧表の作成が要求さ
れており，それによって，引当金情報の明細表示が従来よりも著しく促進され
るものと期待される。これが企業の財政内容の開示の改善に資することは論を
またないであろう。
　上述のような改正点には，EC第4号指令との調和化に由来するもののみな
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らず，従来のフランス会計制度に内在する問題点の改善要請に根ざしたものも
含まれている。
　しかし，その反面，新プランの引当金規定に重要な問題点が含まれているこ
とも，またこれを認めなければならない。特に減価引当金と危険・費用引当金
には，将来の　「損失」，とりわけ偶発損失に備えるための引当金がかなり広範
に含まれており，それに対応して，危険・費用引当金の定義に端的にみられる
ように，「（将来における）実現の不確実性」という点に，引当金の性格規定の重
点が移っていることである。これは，いまやフランスだけではなく，わが国②
をも含めた，国際的な動向であるとしても，それによって，引当金の設定根拠
がもはや発生主義や費用収益対応の原則などの損益計算原則をもってしては説
明しえなくなってきていることを認識しなけれぽならないであろう。事実，さ
きに指摘したように，新プランの注釈書では，これらの会計上の引当金につい
ても，その設定の根拠はもっぱら保守主義の原則に依拠して説明されているの
である。ここに引当金問題の新しい展開を見出さないわけにはいかない。
（1｝Comptable　1980，　p．414．
②　わが国における今回の引当金制度の改訂に含まれる問題については，とりあえず，拙稿「会計
　諸則改正と引当金問題」会計人コース18巻1号参照。
